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1．自主行動計画フォローアップ調査結果概要
 経産省所管の自主行動計画策定業種（８業種２９団体）が9～11月に調査を実施。
 「未来志向型の取引慣行に向けて」の重点三課題について、今年度の結果はいずれも改善。
 特に、②型管理の適正化「型の返却・廃棄の促進」は、発注側で大きく改善。
 一方、発注側・受注側の認識のズレは、各課題で依然として埋まらず、今後の課題。
※なお、本調査は当該年度内での実施状況について、各項目ごとに調査。
（回答例：①概ねできた（実施済）、②一部できた（実施中）、③できなかった（未実施）の3択）

 認識のズレの解消等を目的に、本年度より、取引問題小委員会(11/27,12/9)にて、策定業界団体
が一堂に会し、公開の場で調査結果等について議論。結果を踏まえて、対策検討・計画改訂を要請。

設問 発注／受注 平成29年度 平成30年度 令和元年度

①不合理な原価低減要請を行わない／受けていない
※「実施済」と答えた企業の割合）

発注 81％ 81％ 86%
受注 40％ 51％ 56%

②－１型管理の適正化（※1）
型の返却・廃棄の促進（※「概ねできた」と答えた企業の割合）

発注 39％ 39％ 50%
受注 23％ 15％ 18%

②－２型管理の適正化（※1）
型の保管費用の発注側負担（※「概ねできた」と答えた企業の割合）

発注 32％ 40％ 44%
受注 17％ 13％ 14%

③－１下請代金をすべて現金で
支払っている／受け取っている

発注 49％ 53％ 57%
受注 26％ 28％ 30%

③－２下請代金支払の手形等のサイトが６０日以内
発注 14％ 13％ 18%
受注 10％ 12％ 14%

※ ②-1、②-2について、電機・情報通信機器は、発注側・受注側の区別がないため、30年度の集計のみ除外。

＜重点三課題 改善割合＞
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回答率は35%（昨年34％）
（今年度:対象6019社、回答2086社）
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（参考３）中小企業政策審議会取引問題小委員会 実施概要

○中小企業政策審議会取引問題小委員会 委員
細田孝一 神奈川大学法学部教授【議長】
石川伸一郎 日本自動車部品工業会理事
小正芳史 全国中小企業団体中央会理事
諏訪貴子 ダイヤ精機(株)取締役社長
長澤哲也 大江橋法律事務所弁護士
引地恵子 全国中小企業取引振興協会下請かけこみ寺相談員
鈴木三朗 株式会社最上インクス相談役
汐見千佳 富士フィルター工業(株)代表取締役社長
○団体一覧
11月27日
日本自動車工業会、日本産業機械工業会、素形材団体(8団体)、日本ボランタリーチェーン協会

12月9日
日本自動車部品工業会、日本建設機械工業会、日本工作機械工業会、日本半導体製造装置協会、
日本航空宇宙工業会、電気・情報通信機器団体(４団体)、情報サービス産業協会、繊維団体(2団体)、
日本スーパーマーケット協会、全国スーパーマーケット協会、日本フランチャイズチェーン協会、
日本チェーンドラッグストア協会、日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会


